
 
京都市療育手帳交付要綱 

 
（目的） 
第１条 この要綱は、知的障害児及び知的障害者（以下｢知的障害者｣という。）に対して、一貫した指導・

相談を行うとともに、これらの者に対する各種の援助措置を受け易くするため、知的障害者に｢療育手

帳制度について（昭和４８年９月２７日付け厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知）｣に基づく療育

手帳（第１号様式。以下｢手帳｣という。）を交付し、もって知的障害者の福祉の増進に資することを目

的とする。 
（対象） 
第２条 この手帳は、京都市に居住地を有する者で、京都市児童福祉センター、京都市第二児童福祉セン

ター及びこころの健康増進センター（以下｢判定機関｣という。）において、知的障害と判定された者に

対して交付する。 
（交付の申請） 
第３条 手帳の交付を受けようとする知的障害者又は親権を行う者、配偶者、後見人その他の者で知的

障害者を現に監護する者（以下｢保護者｣という。）は、療育手帳交付（新規・再判定・再交付）申請書

（第２号様式。以下｢申請書｣という。）に、当該知的障害者の写真を添え、その居住地を所管区域とす

る福祉事務所長を経由して市長に手帳の交付を申請するものとする。 
２  京都市外において手帳の交付を受けた知的障害者又はその保護者が、居住地を京都市に移した場合

は、当該手帳等を添えて交付申請するものとする。 
    なお、判定に当たって、旧居住地の判定資料の活用を希望する者については、申出書（第３号様式）

を同時に提出するものとする。 
（障害の程度の判定） 
第４条  市長は、前条により申請を受けた場合、申請書の写し等を添えて、判定依頼書（第４号様式）に

より、判定機関の長に障害の程度の判定を依頼する。 
２  判定機関の長は、前項により判定の依頼を受けた場合、障害の程度の判定を行い、その結果を判定書

（第５号様式）に記入のうえ、市長に進達するものとする。 
３  判定機関の長は、前条第２項による申請において申出書の添付があった場合には、当該知的障害者の

旧居住地の判定機関に対し、別紙様式（第６号様式）により判定資料の提供を依頼するものとする。 
（手帳の交付等） 
第５条  市長は判定機関における判定の結果に基づき、手帳の交付を決定する。 
２  手帳の交付を決定したものについては、療育手帳交付決定通知書（第７号様式）及び必要事項を記入

した手帳を、当該申請書経由の福祉事務所長を経由して申請者に交付するものとする。 
３  手帳を交付しないと決定した場合は、療育手帳却下決定通知書（第８号様式）を当該申請書経由の福

祉事務所長を経由して申請者に通知するものとする。 
（手帳の記載等） 
第６条 手帳には、次の事項を記載する。 
（１）手帳交付番号及び交付年月日 
（２）知的障害者の氏名、住所、生年月日 



（３）障害の程度（Ａ（重度）又はＢ（その他）） 
（４）判定機関名、次回判定機関名、判定年月日及び次回判定年月 
（５）知的障害者の保護者の氏名、住所及び知的障害者との続柄 
（６）指導及び相談等の記録 
（７）その他、必要事項 
（交付台帳の作成等） 
第７条  市長は、療育手帳交付台帳（第９号様式。以下｢交付台帳｣という。）を作成し、手帳の交付に関

する必要な事項を記録するものとする。 
２  判定機関の長は、手帳に関する必要な事項を児童記録票又は指導台帳に記録するものとする。 
（手帳交付後の障害の程度の確認） 
第８条  市長は、手帳交付後の障害の程度の確認（以下｢再判定｣という。）を行う必要があると認めた場

合は、再判定の時期を指定するものとする。 
２  再判定が必要な知的障害者又はその保護者は、指定された時期までに再判定の申請をするものとす

る。 
３  手帳の交付を受けた知的障害者が、その後、障害の程度に大きな変化が生じた場合は、再判定を申請

することができるものとする。 
（手帳の再交付） 
第９条  手帳の交付を受けた知的障害者又はその保護者は、当該知的障害者が、手帳を紛失若しくはき損

した場合、手帳の盗難にあった場合又は手帳の記載欄に余白がなくなったときは、当該知的障害者の居

住地を所管する福祉事務所長を経由して市長に速やかに再交付の申請をしなければならない。 
２  市長は、上記の申請を受け付けたときは、交付台帳の記載に基づき、手帳を再発行し、当該申請書経

由の福祉事務所長を経由して当該知的障害者に交付するものとする。 
３  市長は、再判定又は再交付（紛失及び盗難を除く。）により新しい手帳を交付する場合は、旧手帳と

引き換えに行うものとする。 
４  当該知的障害者が紛失又は盗難により手帳の再交付を受けたときは、旧手帳は効力を失うとともに、

当該知的障害者又はその保護者が、紛失した手帳又は盗難にあった手帳を発見したときは、速やかに旧

手帳を、福祉事務所長を経由して市長に返還するものとする。 
（準用規定） 
第１０条  手帳の再判定又は再交付については、第３条、第４条及び第５条の規定を準用する。 
（記載事項の変更の届出等） 
第１１条  手帳の交付を受けた知的障害者又はその保護者は、手帳の記載事項に変更があったときは、速

やかに療育手帳変更（返還）届（第１０号様式。以下｢変更（返還）届｣という。）に手帳を添えて、知

的障害者の居住地を所管する福祉事務所長に届出なければならない。 
（１）手帳の交付を受けた知的障害者の氏名又は住所 
（２）保護者又は保護者の氏名若しくは住所 

２  福祉事務所長は、前項の届出に基づき、手帳の記載事項を訂正し、これを返付するとともに、当該変

更（返還）届を市長に進達するものとする。 
（手帳の返還等） 
第１２条  次の事由が生じたときは、手帳は効力を失うとともに、手帳の交付を受けた知的障害者又はそ



の保護者は、速やかに変更（返還）届により、福祉事務所長を経由して市長に手帳を返還しなければな

らない。 
（１）当該知的障害者が死亡したとき 
（２）当該知的障害者が第８条の規定による再判定の結果、知的障害者に該当しなくなったとき 
（３）当該知的障害者が京都市外の区域に居住地を移したとき 
（４）その他手帳を必要としなくなったとき 

２ 知的障害者若しくはその保護者又は第三者が手帳を不正に取得等したときは、手帳は効力を失うも

のとする。 
３  市長は、手帳の交付を受けた者が正当な理由なく、第８条に規定する再判定の申請をしなかったとき

は、手帳を返還させることができる。 
（その他） 
第１３条  この要綱に定めるもののほか、手帳の交付について必要な事項は、障害保健福祉推進室長が別

に定める。 
      附  則 
１  この要綱は、決定の日から施行する。 
２  京都市療育手帳（愛の手帳）交付要綱は、廃止する。 
３  従前の要綱による手帳については、本要綱による療育手帳とみなす。 
      附  則 

この要綱は、平成１７年８月１日から施行する。ただし、第２号様式の改正を除き、平成１７年４月１

日から適用する。 
   附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、従前の第２号様式による手帳については、本

要綱による手帳とみなす。 
   附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、平成２９年５月８日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、平成３１年３月２８日から施行する。 
  附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、令和２年２月１日から施行する。 
（経過措置） 



２ 改正前の申請書（第２号様式）は、当面の間、なお有効なものとして取り扱う。 
  附 則 
（施行期日） 
この要綱は、令和２年８月３日から施行する。ただし、従前の第１号様式による手帳については、本要

綱による手帳とみなす。 
  附 則 
この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、令和４年６月１９日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、令和６年１月１日から施行する。ただし、従前の第１号様式による手帳については、本要

綱による手帳とみなす。 
  附 則 
この要綱は、令和６年４月１日から施行する。ただし、従前の第１号様式による手帳については、本要

綱による手帳とみなす。 





京都市長

　年　月　日交付

京都市第　　 　号

氏名

年　　月　　日生

写

真



連　絡　先

年　月　日

続　柄 連　絡　先

連　絡　先

保　　　　　護　　　　　者

本　　　　　　　　　　人

住　　　　　所

氏　　　名

住　　    　所

入　　　所　　　施　　　設
名　　　　　称























年月日 取扱機関

指 導 及 び 相 談 等 の 記 録

事　　　　項



年月日 取扱機関

指 導 及 び 相 談 等 の 記 録

事　　　　項



年月日 取扱機関

指 導 及 び 相 談 等 の 記 録

事　　　　項



年月日 取扱機関

指 導 及 び 相 談 等 の 記 録

事　　　　項



年 月 日 事　　　　項

そ の 他 の 記 録



年 月 日 事　　　　項

そ の 他 の 記 録







第２号様式（第３条、第８条、第９条関係） 
 

決 

裁 

課  長 課長補佐・係長  係  員 
   

受 

付 

年    月    日 
決 

定 

年    月    日 
実
交
付 

年    月    日 

 

療育手帳交付（新規・再判定・再交付）申請書 
 
太枠内について、記入や□に✓をしてください。 

（ あ て 先 ） 京 都 市 長            年       月       日 
申請者の住所 
京都市         区 

申請者の氏名（署名又は記名押印） 

○印    

裏面に記入欄や記入上の説明の記載があります。 

療育手帳番号 受領確認欄 
  

① 

本   

人 

フリガナ  個人番号 

氏   名  生年月日

 
年    月    日

 

住    所 
□申請者と同じ 

電話番号       － 

② 
保 
護 
者 

氏    名 
□申請者と同じ

 
①本人と

の 続 柄 
 

住    所 
□申請者と同じ 

電話番号 
□①本人と同じ 
     － 

③ 

再 

判 

定 

（既に交付されている手帳） 
京都市第                     号 
 
             年       月       日 交付 

理由 

□    年  月に次回判定年月到達のため 

④ 

再 

交 

付 

理 由 □紛失   □破損   □その他 

手帳を紛 
失した日 年       月       日 

既に交付され 
てい る手 帳 

京都市第                  号 
 

年     月     日 交付 



⑤ 

家  

族 

氏    名 続柄 生 年 月 日 状 況 等 

本     人  年  月  日  

  
年  月  日  

  
年  月  日  

  
年  月  日  

  
年  月  日  

⑥ 

そ 

の 

他 

１ 「①本人」について、現在までに、京都市で診断又は判定を受けたことがありますか。 

□ある □ない  ※「ある」の場合 診断又は判定の年月（    年  月） 
２ 「①本人」が１８歳未満の場合に記入してください。 

現在は、 
□在宅・（      ）保育所・幼稚園・施設通所 施設名（             ） 
   ・（        ）小学校・中学校（  年生 □普通学級 □育成学級） 

      ・（        ）高等学校（高等部）（  年生）・その他（           ） 
 □施設入所 施設名（                    ） 
 □その他（                         ） 

３ 「①本人」が１８歳以上の場合に記入してください。施設等に入所していますか。 

□はい □いいえ  ※「はい」の場合  施設名（                     ） 
４ 「①本人」について、次のものを受給していますか。 

□障害基礎年金（□１級  □２級）  □特別障害者手当 □障害児福祉手当 □児童扶養手当 
□特別児童扶養手当（□１級  □２級）□医療の給付（                    ） 
□障害者総合支援法のサービス    □その他 （                    ） 

記入上の説明 

１  申請者の氏名欄については、手帳を申請される本人又は保護者の氏名を記入してください。 
２ 保護者については、親権を行う方、配偶者、後見人その他の方で、手帳の交付を受けようとされる本人

を現に監護する方となります。 
３  各欄の記入については、初めて申請される方、再判定を申請される方、再交付を申請される方それぞれ

の場合によって、記入する欄がありますので、次のように記入してください。 
（１）初めて申請される場合は、①、②、⑤、⑥欄に記入してください。 
（２）再判定を申請される場合は、①、②、③、⑤、⑥欄に記入してください。 
（３）再交付を申請される場合は、①、②、④欄に記入してください。 

記入欄の説明 

・①欄については、手帳の交付を受けようとされる本人について記入してください。 
・②欄については、手帳の交付を受けようとされる本人の保護者について記入してください。 
・⑤欄については、手帳の交付を受けようとされる本人の家族について記入してください。 
・⑥欄の該当する□に✓を記入し、必要に応じて（ ）に記入してください。 

４  この申請書には、手帳の交付を受けようとされる本人の顔写真を１枚添えてください。 
写真の大きさは、縦４ｃｍ、横３ｃｍです。（ただし、再判定の場合には写真は不要です。） 



第３号様式（第３条、第４条関係） 
 

申  出  書 
 
 

（ あ て 先 ）京 都 市 長          年      月      日 

申請者の住所 
京都市        区 

申請者の氏名（署名又は記名押印） 
 

               ○印  

 
  障害の程度の判定に当たっては、旧居住地の判定機関において、既に判定が行わ

れていますので、できるだけその時の判定資料を活用してください。 
 なお、下記判定機関において判定が行われていない場合には、過去において療育

手帳の判定を行っている判定機関の資料を活用して、判定を行ってください。 

旧 居 住 地 
 
 
 

療育手帳番号 
 
 
 

氏 名 
 
 
 

生 年 月 日 
 

年       月       日 
 

判定機関 名 
 
 
 

記入上の説明 

１  申出者は、療育手帳交付（新規・再判定・再交付）申請書の申請者と同一人で、

手帳の交付を受けようとされる本人又は保護者となります。 
２  旧居住地における資料により判定することが困難であるときは、面接を行う場合

がありますので、御了承ください。 



第４号様式（第４条関係） 

判  定  依  頼  書 
 

（ 宛 先 ）京都市児童福祉センター院 長・ 
        第 二 児 童 福 祉 セ ン タ ー 長・ 

こころの健康増進センター所長 
  年   月   日  

京 都 市 長 
（ 担当：   区役所（支所）   ） 

 
次のとおり判定を依頼します。 

フリガナ  

    年   月   日生 
□  男 
□  女 氏    名 

 
 

住    所 
京都市        区 

 
（電話番号    ―     ） 

判定依頼 
理   由 

□療育手帳交付 □療育手帳再判定 □進路 □指導方針 
□その他（             ） 
 
（備考） 
□ 重度心身障害者医療費支給制度の利用者 
 
 
 
 

前回判定 
内  容 

□ 京都市（□児 □者） 
□ 京都市以外（          ） 

前回判定 
年 月 日 

   年  月  日 

□ Ａ 
□ Ｂ 

次回判定

年  月 
年    月 

身体障害者 
手帳の有無 

□  有（障害名）                                     種  級 
 
□  無 

                                             

（判定機関記録欄） 
受付年月日 ケース番号  受付番号  

 （備考） 
 
 
 



第５号様式（第４条関係） 
 

判  定  書 
 

（あて先）   京 都 市 長               年      月      日 

             □ 児 □ 者 

 

依頼の者については、次のとおり判定いたしました。 

フリガナ    
         年    月    日 

□ 男 
□ 女 氏 名 

 

住 所 
京都市          区 

障害の程度（総合判定） 合併障害 判定 年月 日 
  

 
（身体障害） 
          種        級 

 

次期判定年月 
 

□  療育手帳には                     とのみ記入してください。 

  □  別紙のとおり（総合判定書） 

 
                                                                                      
 
（判定機関記載欄） 

受付番号 備 考 

  
 
 
 

 



第６号様式（第４条関係） 
 年    月    日     

関 係 児 童 相 談 所 長  様   
関係知的障害者更生相談所長 

京都市長     
                                 （担当          ）    

 
 

転居に伴う療育手帳の交付に係る 
判定資料の提供について（依頼） 

 
 

  下記の者について本人等から申出があり、貴所の判定資料等を活用したいと思いますので、提

供していただきますようお願いいたします。 
  なお、本人等から申出書（写）を添付します。 
 
 

記 
 
 

旧 居 住 地 
 

 

療育手帳番号 
 

氏 名 
 

生 年 月 日 
 

備 考 
 

 



第７号様式（第５条関係） 

    年  月  日  

 

         様 

療育手帳交付決定通知書 

 

 

京 都 市 長 印  

 

 

上記のことについて、京都市療育手帳交付要綱第５条第２項の規定により、下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

 

対象者 

氏名            生年月日          

住所    〒    －     

療育手帳番号   

障害の程度   

判定年月日   

交付日   

次回判定年月   

 

教    示 

 

  この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京

都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があっ

た日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 

  また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京

都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、

京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する

者は、京都市長となります。）。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に

審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１

年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 



第８号様式（第５条関係） 

    年  月  日 

 

          様 

 

療育手帳却下決定通知書 

 

 

 

京 都 市 長 印  

 

 

上記のことについて、京都市療育手帳交付要綱第５条第３項の規定により、却下することに決定しま

したので通知します。 

 

 

記 

 

 

対象者 

氏名            生年月日         

住所    〒    －     

 

却下の理由 

 

 

 

 

 

教    示 

 

  この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京

都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があっ

た日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 

  また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京

都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、

京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する

者は、京都市長となります。）。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に

審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１

年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

 



第９号様式（第７条、第９条関係） 

療 育 手 帳 交 付 台 帳 

判定年月日 療育手帳番号 
障害の

程 度 
本人氏名 生年月日 学区 住  所 備  考 

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

  年 月 日 
  

 
 

年 月 日 
    
    

  

 



第１０号様式（第１１条、第１２条関係） 

療育手帳変更（返還）届 
太枠内について、記入や□に✓をしてください。 

（あて先）   福祉事務所長（京都市長） 年   月   日   

届出者の住所 
京都市    区 
 

届出者の氏名 
                  

（電話番号   －    ） 

 

本人氏名                

生年月日     年   月  日 

個人番号  

既に交付されている手帳 京都市第          号      年  月  日 交付 

①
変
更 

新 

事 

項 

本 人 氏 名  

本 人 住 所  

保護者氏名  

保護者住所  

旧 
事 

項 

本 人 氏 名  

本 人 住 所  

保護者氏名  

保護者住所  

②返還 □死亡 □非該当 □市外転居 □その他（                ） 

事由（①又は②）発生年月日 年   月   日 

 
届   受   付 京都市    福祉事務所（出張所） 

受 付 日 通知決定日 通 知 日 
決 

裁 

課 長 課長補佐・係長 係 員 
    

 
  

 
届   受   付 京都市    福祉事務所（出張所） 

受 付 日 送付決定日 送 付 日 
決 

裁 

課 長 課長補佐・係長 係 員 
    

 
  


